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資料２ 



◆引き続き厳しい雇用情勢に対応し、「「「「県民県民県民県民のののの生活生活生活生活をををを守守守守るためのるためのるためのるための雇用対策雇用対策雇用対策雇用対策」」」」に全庁一体となって取り組む。
◆緊急雇用対策として、次の取組を行う。
①あったか高知・雇用創出プラン（ふるさと・緊急の基金を活用した新たな雇用の創出）の着実な実施
②ポストふるさと対策、公共事業費の総枠確保、緊急融資制度の継続等 による雇用基盤の維持・強化

◆「円滑な就業の促進」にも継続して取り組む。
◆「産業振興計画（成長戦略・地域アクションプラン）」、「日本一の健康長寿県構想」と連動した取組を推進する。
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働く場の確保・創出働く場の確保・創出働く場の確保・創出働く場の確保・創出

緊急的な雇用の創出、

雇用基盤の維持・強化、

産 業 振 興

円 滑 な 就 業 の 促 進円 滑 な 就 業 の 促 進円 滑 な 就 業 の 促 進円 滑 な 就 業 の 促 進

平成２４年度平成２４年度平成２４年度平成２４年度 雇用対策の方針（雇用対策本部の位置付け）雇用対策の方針（雇用対策本部の位置付け）雇用対策の方針（雇用対策本部の位置付け）雇用対策の方針（雇用対策本部の位置付け）

あったか高知･雇用創出プランの実行あったか高知･雇用創出プランの実行あったか高知･雇用創出プランの実行あったか高知･雇用創出プランの実行
・新たなサービスによる雇用の創出
・労働力不足分野での雇用の創出
雇用基盤の維持・強化雇用基盤の維持・強化雇用基盤の維持・強化雇用基盤の維持・強化
・ポストふるさと対策、公共事業費の総枠確保、前倒し執行

・緊急融資制度の継続 等

高校生・大学生等の就職支援高校生・大学生等の就職支援高校生・大学生等の就職支援高校生・大学生等の就職支援
・高校生の就職対策、県外大学生のＵターン就職対策

産業振興計画産業振興計画産業振興計画産業振興計画（成長戦略・地域アクションプラン）、（成長戦略・地域アクションプラン）、（成長戦略・地域アクションプラン）、（成長戦略・地域アクションプラン）、日本一の健康長寿県構想日本一の健康長寿県構想日本一の健康長寿県構想日本一の健康長寿県構想
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・高校生の就職対策、県外大学生のＵターン就職対策
職業訓練の充実・強化職業訓練の充実・強化職業訓練の充実・強化職業訓練の充実・強化
・職業訓練の充実、高等技術学校の機能強化 等
介護・福祉分野の人材育成・確保介護・福祉分野の人材育成・確保介護・福祉分野の人材育成・確保介護・福祉分野の人材育成・確保
・高知県介護・福祉分野雇用検討委員会提言への取り組み

・求人の個別相談（求人開拓）、求職者の個別相談
・大量離職者発生時の再就職対策とりまとめ
・求職者支援制度による支援 等

・雇用調整助成金、住宅・生活支援

・3年以内の既卒者を採用する企業への奨励金

・新卒者就職応援本部による支援 等

・実践型地域雇用創造事業

・地域再生中小企業創業助成金 等

支援・参加

緊 急 雇 用 対 策
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国と県の協定に基づくハローワークの一体的実施国と県の協定に基づくハローワークの一体的実施国と県の協定に基づくハローワークの一体的実施国と県の協定に基づくハローワークの一体的実施
・県主導の下、運営協議会設置
・「ジョブセンターはりまや」及び「ジョブカフェこうち」の一体的実施

利用者ニーズに応 じた利用者ニーズに応 じた利用者ニーズに応 じた利用者ニーズに応 じた

サ ー ビ ス の 提 供サ ー ビ ス の 提 供サ ー ビ ス の 提 供サ ー ビ ス の 提 供



平成平成平成平成２４２４２４２４年度年度年度年度のののの雇用対策雇用対策雇用対策雇用対策のののの概要概要概要概要平成平成平成平成２４２４２４２４年度年度年度年度のののの雇用対策雇用対策雇用対策雇用対策のののの概要概要概要概要

（１）新たなサービスによる雇用創出（１）新たなサービスによる雇用創出（１）新たなサービスによる雇用創出（１）新たなサービスによる雇用創出
あったか高知・雇用創出プランの改定あったか高知・雇用創出プランの改定あったか高知・雇用創出プランの改定あったか高知・雇用創出プランの改定≪≪≪≪新目標新目標新目標新目標11,500人人人人≫≫≫≫

①①①①H２４年度計画２４年度計画２４年度計画２４年度計画
・継続的な雇用機会の創出（ふるさと雇用再生特別基金事業）・継続的な雇用機会の創出（ふるさと雇用再生特別基金事業）・継続的な雇用機会の創出（ふるさと雇用再生特別基金事業）・継続的な雇用機会の創出（ふるさと雇用再生特別基金事業）
県全体：32事業、1.9億円、新規雇用者数 3人

<事業例> ・ふるさと雇用再生ものづくりの地産地消総合相談窓口事業
・ 短期の雇用・就業機会の創出（重点分野雇用創造事業）短期の雇用・就業機会の創出（重点分野雇用創造事業）短期の雇用・就業機会の創出（重点分野雇用創造事業）短期の雇用・就業機会の創出（重点分野雇用創造事業）

県全体：522事業、29.3億円、新規雇用者数 1,281人
<事業例> ・貿易人材育成支援事業 ・ねんりんピックよさこい開催推進事業

②②②②H２１～２４年度計画２１～２４年度計画２１～２４年度計画２１～２４年度計画 （総計）2,678事業、191億円、新規雇用者数 11,473人

１１１１１１１１あったかあったかあったかあったか高知高知高知高知・・・・雇用創出雇用創出雇用創出雇用創出プランのプランのプランのプランの実行実行実行実行あったかあったかあったかあったか高知高知高知高知・・・・雇用創出雇用創出雇用創出雇用創出プランのプランのプランのプランの実行実行実行実行

３３３３３３３３高校生高校生高校生高校生・・・・大学生等大学生等大学生等大学生等のののの就職支援就職支援就職支援就職支援高校生高校生高校生高校生・・・・大学生等大学生等大学生等大学生等のののの就職支援就職支援就職支援就職支援

（１）ポストふるさと雇用再生特別基金事業（１）ポストふるさと雇用再生特別基金事業（１）ポストふるさと雇用再生特別基金事業（１）ポストふるさと雇用再生特別基金事業
国の基金事業終了後も、産業振興計画の強力な推進や日本一の長
寿県づくりの着実な実行などに必要な事業を継続。（15.2億円）

（２）公共事業等の総枠確保（２）公共事業等の総枠確保（２）公共事業等の総枠確保（２）公共事業等の総枠確保
基金事業終了で県単独事業は減額となるが、国の全国防災対策費
や有利な起債を活用し、前年度を上回る予算を確保する見通し

（３）中小企業の資金繰り対策（３）中小企業の資金繰り対策（３）中小企業の資金繰り対策（３）中小企業の資金繰り対策
・安心実現のための高知県緊急融資安心実現のための高知県緊急融資安心実現のための高知県緊急融資安心実現のための高知県緊急融資
H24年度融資枠 471億円（緊急分340億円、経済変動対策分10億円）
H23年度融資枠471億円（緊急分350億円、経済変動対策分1億円）

２２２２２２２２雇用基盤雇用基盤雇用基盤雇用基盤のののの維持維持維持維持・・・・強化強化強化強化雇用基盤雇用基盤雇用基盤雇用基盤のののの維持維持維持維持・・・・強化強化強化強化

※既存制度への振替含む

４４４４４４４４職業訓練職業訓練職業訓練職業訓練のののの充実充実充実充実・・・・強化強化強化強化職業訓練職業訓練職業訓練職業訓練のののの充実充実充実充実・・・・強化強化強化強化

（１）高校生の就職対策（１）高校生の就職対策（１）高校生の就職対策（１）高校生の就職対策
・就業体験による職業観、勤労観の醸成
・求人開拓、企業訪問による就職先の確保
・私立中高等学校生の県内企業理解促進
（２）（２）（２）（２） 大卒者等県内就職支援大卒者等県内就職支援大卒者等県内就職支援大卒者等県内就職支援
・県外大学生とその保護者に対する県内就職情報の提供によるＵターン
就職の促進
・県内企業への理解を促進するため、民間企業と連携し、県内インターン
シップ情報を周知

５５５５５５５５介護介護介護介護・・・・福祉分野福祉分野福祉分野福祉分野のののの人材育成人材育成人材育成人材育成介護介護介護介護・・・・福祉分野福祉分野福祉分野福祉分野のののの人材育成人材育成人材育成人材育成････････確保確保確保確保確保確保確保確保

（１）日本一の健康長寿県を支える福祉・介護人材の確保対策（１）日本一の健康長寿県を支える福祉・介護人材の確保対策（１）日本一の健康長寿県を支える福祉・介護人材の確保対策（１）日本一の健康長寿県を支える福祉・介護人材の確保対策
介護の仕事に関する普及啓発、質の高い人材の育成、介護人材の
マッチング支援、訪問介護員の確保対策

（２）高知県介護・福祉分野雇用検討委員会の提言への取り組み（２）高知県介護・福祉分野雇用検討委員会の提言への取り組み（２）高知県介護・福祉分野雇用検討委員会の提言への取り組み（２）高知県介護・福祉分野雇用検討委員会の提言への取り組み
介護・福祉分野における雇用の創出や人材確保等の課題について、
雇用検討委員会から提言を頂いたことを受け、県の施策に反映し、課
題解決に取り組む。

（１）職業訓練（１）職業訓練（１）職業訓練（１）職業訓練
・職業訓練の充実

民間教育訓練施設における訓練の拡充 1,035人（H23）→1,395人（H24）

求人企業等における訓練の実施
・高等技術学校の機能強化
企業ニーズにあった技能や資格が取得できるよう、訓練内容を見直
すなど、産業界が必要とする人材を育成する機能を強化

（１）ハローワークの移管に向けた就職支援事業の一体的実施（１）ハローワークの移管に向けた就職支援事業の一体的実施（１）ハローワークの移管に向けた就職支援事業の一体的実施（１）ハローワークの移管に向けた就職支援事業の一体的実施
・ハローワークジョブセンターはりまや
中高年者対策、地域求職者対策、Ｕ・Ｉターン求職者対策を実施

・ジョブカフェこうち

若年者対策、学卒者対策を実施

６６６６６６６６国国国国とととと県県県県のののの協定協定協定協定にににに基基基基づくハローワークのづくハローワークのづくハローワークのづくハローワークの一体的実施一体的実施一体的実施一体的実施国国国国とととと県県県県のののの協定協定協定協定にににに基基基基づくハローワークのづくハローワークのづくハローワークのづくハローワークの一体的実施一体的実施一体的実施一体的実施



「あったか高知・雇用創出プラン」の改定（新たな目標設定）について「あったか高知・雇用創出プラン」の改定（新たな目標設定）について「あったか高知・雇用創出プラン」の改定（新たな目標設定）について「あったか高知・雇用創出プラン」の改定（新たな目標設定）について

ふるさと基金事業

交付額交付額交付額交付額
６６億円６６億円６６億円６６億円

２１年度実績２１年度実績２１年度実績２１年度実績 ２２年度実績２２年度実績２２年度実績２２年度実績 ２３年度計画２３年度計画２３年度計画２３年度計画 ２４年度計画２４年度計画２４年度計画２４年度計画
(H24.1月末見込）月末見込）月末見込）月末見込）

合計合計合計合計

雇 用 創 出 数雇 用 創 出 数雇 用 創 出 数雇 用 創 出 数 393人 359人 145人 3人 900人人人人

事 業 費事 業 費事 業 費事 業 費 10.4億円 22.7億円 33.9億円 1.9億円 68.9億円億円億円億円

� Ｈ２１～Ｈ２３で９，１００人の雇用を目指す「あったか高知・雇用創出プラン」に取り組んできた。
� Ｈ２３年度までに１０，１８９人の雇用創出が図られる見込み(Ｈ２１，２２実績、Ｈ２３見込み）であり、現目標の達成は確実。
� 積み増した２３．７億円を活用し、２４年度（計画）はさらに１，２８４人を雇用し、４年間で１１，４７３人の雇用を見込む。
� プランの新たな目標を１１，５００人とし、雇用の創出を目指す。

現目標

９，１００人

H２４．２．７現在

重点分野雇用創造事業等

Ｈ２１～Ｈ２４

事業実施

実績見込み

１１，４７３人

交付額交付額交付額交付額
１１５．９億円１１５．９億円１１５．９億円１１５．９億円

２１年度実績２１年度実績２１年度実績２１年度実績 ２２年度実績２２年度実績２２年度実績２２年度実績 ２３年度計画２３年度計画２３年度計画２３年度計画 ２４年度計画２４年度計画２４年度計画２４年度計画
(H24.1月末見込）月末見込）月末見込）月末見込）

合計合計合計合計

緊急緊急緊急緊急

50.3億円億円億円億円

雇用創出数雇用創出数雇用創出数雇用創出数 2,933人 2,051人 2,047人 － 7,031人人人人

事 業 費事 業 費事 業 費事 業 費 17.5億円 14.2億円 20.1億円 － 51.8億円億円億円億円

重点重点重点重点

41.9億円億円億円億円

雇用創出数雇用創出数雇用創出数雇用創出数 － 1,170人 1,091人 246人 2,507人人人人

事 業 費事 業 費事 業 費事 業 費 － 14.6億円 26.4億円 4.9億円 45.9億円億円億円億円

震災震災震災震災

23.7億円億円億円億円

雇用創出数雇用創出数雇用創出数雇用創出数 － － － 1,035人 1,035人人人人

事 業 費事 業 費事 業 費事 業 費 ― － － 24.4億円 24.4億円億円億円億円

合合合合 計計計計
雇用創出数雇用創出数雇用創出数雇用創出数 2,933人 3,221人 3,138人 1,281人 10,573人人人人

事 業 費事 業 費事 業 費事 業 費 17.5億円 28.8億円 46.5億円 29.3億円 122.1億円億円億円億円

Ｈ21～24の4年間で



対応方針：県内就職については、高校、県教委、労働局、県が求人開拓、就職面接会を開催するなどの支援を行う。対応方針：県内就職については、高校、県教委、労働局、県が求人開拓、就職面接会を開催するなどの支援を行う。対応方針：県内就職については、高校、県教委、労働局、県が求人開拓、就職面接会を開催するなどの支援を行う。対応方針：県内就職については、高校、県教委、労働局、県が求人開拓、就職面接会を開催するなどの支援を行う。
県外就職については、高校、県教委、商工労働部、県外事務所において求人開拓等の支援を行う。県外就職については、高校、県教委、商工労働部、県外事務所において求人開拓等の支援を行う。県外就職については、高校、県教委、商工労働部、県外事務所において求人開拓等の支援を行う。県外就職については、高校、県教委、商工労働部、県外事務所において求人開拓等の支援を行う。

雇用労働政策課雇用労働政策課雇用労働政策課雇用労働政策課

県内の高校生

①

県
内
就
職

県教委、労働局、県による就職支援県教委、労働局、県による就職支援県教委、労働局、県による就職支援県教委、労働局、県による就職支援
●個別企業訪問による求人開拓●個別企業訪問による求人開拓●個別企業訪問による求人開拓●個別企業訪問による求人開拓 ●団体等への求人要請●団体等への求人要請●団体等への求人要請●団体等への求人要請
●就職面接会の開催●就職面接会の開催●就職面接会の開催●就職面接会の開催

◇人材の育成◇人材の育成◇人材の育成◇人材の育成
●在学中の能力向上●在学中の能力向上●在学中の能力向上●在学中の能力向上
・外部講師によるビジネスマナー、面接指導、就職試験対策

（高等学校課）
・キャリアコンサルタントによる職業講話、模擬面接、職業適性検査等の
学校等出前講座（ジョブカフェこうち・雇用労働政策課）

◇就職先の確保◇就職先の確保◇就職先の確保◇就職先の確保
●求人開拓、企業訪問●求人開拓、企業訪問●求人開拓、企業訪問●求人開拓、企業訪問
・就職担当教員や就職アドバイザーの企業訪問による求人開拓と企
業とのパイプ作り（各高校）

②

職

県
外
就
職

高校生を対象とした求人は、ハローワークへの申し込み後に学校に送付することになっており、企業が直接募集や高校生を対象とした求人は、ハローワークへの申し込み後に学校に送付することになっており、企業が直接募集や高校生を対象とした求人は、ハローワークへの申し込み後に学校に送付することになっており、企業が直接募集や高校生を対象とした求人は、ハローワークへの申し込み後に学校に送付することになっており、企業が直接募集や
委託募集ができない等の規制がある。生徒の就職活動も日程や応募企業数の制限等のルールが定められている。委託募集ができない等の規制がある。生徒の就職活動も日程や応募企業数の制限等のルールが定められている。委託募集ができない等の規制がある。生徒の就職活動も日程や応募企業数の制限等のルールが定められている。委託募集ができない等の規制がある。生徒の就職活動も日程や応募企業数の制限等のルールが定められている。

県教委、商工労働部、県外事務所の企業訪問によるパイプ作り県教委、商工労働部、県外事務所の企業訪問によるパイプ作り県教委、商工労働部、県外事務所の企業訪問によるパイプ作り県教委、商工労働部、県外事務所の企業訪問によるパイプ作り

学校等出前講座（ジョブカフェこうち・雇用労働政策課）

●就業体験による職業観、勤労観の醸成●就業体験による職業観、勤労観の醸成●就業体験による職業観、勤労観の醸成●就業体験による職業観、勤労観の醸成
・企業での職場体験や農林業を体験するインターンシップ（高等学校課）
・企業実習、企業技術者による技術指導、企業との共同研究

（高等学校課・雇用労働政策課）

●私立中高等学校生の県内企業理解促進●私立中高等学校生の県内企業理解促進●私立中高等学校生の県内企業理解促進●私立中高等学校生の県内企業理解促進【【【【新規新規新規新規】】】】
・企業見学や職業講話などの実施支援（雇用労働政策課）

●その他●その他●その他●その他
・保護者を対象とした就職に関する講演会の実施（高等学校課）
・就職対策連絡協議会による情報の把握と分析（高等学校課）
・企業説明会（高等学校課、各高校）

◇◇◇◇就職支援就職支援就職支援就職支援体制の整備体制の整備体制の整備体制の整備
●●●●就職アドバイザーの配置（高等学校課）

継続配置 県内9名 県外2名

＊県内配置の就職アドバイザーも、県内・県外ともに就職活動を支援

●高卒就職ジョブサポーターによる面談、職業紹介（ハローワーク）
継続配置 15名
＊学校と連携し、県内の就職活動を支援



対応方針：基本的には各大学で就職対策を講じる。対応方針：基本的には各大学で就職対策を講じる。対応方針：基本的には各大学で就職対策を講じる。対応方針：基本的には各大学で就職対策を講じる。
県内大学生の県内就職については、大学、県、労働局が求人開拓、就職面接会を開催する等の支援を行う。県内大学生の県内就職については、大学、県、労働局が求人開拓、就職面接会を開催する等の支援を行う。県内大学生の県内就職については、大学、県、労働局が求人開拓、就職面接会を開催する等の支援を行う。県内大学生の県内就職については、大学、県、労働局が求人開拓、就職面接会を開催する等の支援を行う。
県外大学生の県内就職については、産業の担い手確保の観点から県と民間企業が連携してＵターン就職の支援を行う。県外大学生の県内就職については、産業の担い手確保の観点から県と民間企業が連携してＵターン就職の支援を行う。県外大学生の県内就職については、産業の担い手確保の観点から県と民間企業が連携してＵターン就職の支援を行う。県外大学生の県内就職については、産業の担い手確保の観点から県と民間企業が連携してＵターン就職の支援を行う。

雇用労働政策課雇用労働政策課雇用労働政策課雇用労働政策課

県内の大学生（他県出身者含む） 県外の大学生（県内出身者）

県
内
就

県、労働局、ハローワークによる求人開拓、就職面接会の開催県、労働局、ハローワークによる求人開拓、就職面接会の開催県、労働局、ハローワークによる求人開拓、就職面接会の開催県、労働局、ハローワークによる求人開拓、就職面接会の開催

県内各大学において支援を行う県内各大学において支援を行う県内各大学において支援を行う県内各大学において支援を行う
●高知県立大学●高知県立大学●高知県立大学●高知県立大学
・教員の県内企業訪問による求人開拓
・合同企業説明会バスツアー（大阪）
・学内企業説明会の開催
・公務員模擬試験の実施
・就職ガイダンスの実施

・職員による履歴書・エントリーシートの添削、模擬面

大学、県、労働局が連携し大学、県、労働局が連携し大学、県、労働局が連携し大学、県、労働局が連携し
て支援を行うて支援を行うて支援を行うて支援を行う
●内定状況の早期把握

●ハローワーク利用説明会、登録会
の実施
●ジョブサポーターによる巡回相談、

求人情報の提供、面接指導等一貫
した個別支援

県と民間企業が連携して、Ｕターン就職の県と民間企業が連携して、Ｕターン就職の県と民間企業が連携して、Ｕターン就職の県と民間企業が連携して、Ｕターン就職の
支援を行う支援を行う支援を行う支援を行う
●民間企業が実施する県外就職相談会への直接参加
と広報

●民間企業が発行する企業ガイドブックへの広告掲載
と活用
●保護者会でのＵターン就職に関する情報提供

① ③

② ④

就
職

県
外
就
職

民間の就職支援民間の就職支援民間の就職支援民間の就職支援

会社を活用した就会社を活用した就会社を活用した就会社を活用した就
職活動が一般的職活動が一般的職活動が一般的職活動が一般的
・合同企業説明会
・webによるｴﾝﾄﾘｰ他

・職員による履歴書・エントリーシートの添削、模擬面
接の実施
・就活ハンドブックの作成

・キャリア教育の推進（共通教育科目の開講、各学部
でのセミナーの開催）
●高知工科大学●高知工科大学●高知工科大学●高知工科大学
・教職員による県内外の企業訪問による求人開拓

・就職活動支援バスツアー（東京、大阪、兵庫、愛媛、
香川）、工場見学バスツアー（高知）の実施

・民間企業の就職支援サポート施設（東京、大阪）を
就職活動拠点として学生に提供

・採用担当者を対象に大学説明会・企業懇談会を実
施（東京・大阪・高松）

・学部単位の大学説明会・企業懇談会を実施（マネジ
メント学部：高知）
・就職コンサルタントの集中配置（10月～3月）
・学内合同会社説明会（1月、2月、6月）の実施
・公務員試験対策講座の実施

した個別支援
●ジョブカフェによる就職セミナー、
出前講座等
●新卒応援ハローワークによる支援
●求人・採用の実態の把握

●保護者会でのＵターン就職に関する情報提供
●民間企業の情報を活用したＵターン就職情報の提供
●県内のインターンシップ受入れ企業情報の提供

在学する各大学において支援を行う在学する各大学において支援を行う在学する各大学において支援を行う在学する各大学において支援を行う

大学生の就職活動は民間の就職支援会社を活用した自由応募が一般的である。また、求人の申込みをする場合も、各大学で受理するのが原則と
なっており、労働局は大卒求人数とその内容、求職者数、内定者数を大学からの報告でのみ把握しており、求人動向等の分析が課題となっている。

⇒⇒⇒⇒今後、労働局、ハローワーク、大学と連携し、求人・採用の実態把握を引き続き行う。今後、労働局、ハローワーク、大学と連携し、求人・採用の実態把握を引き続き行う。今後、労働局、ハローワーク、大学と連携し、求人・採用の実態把握を引き続き行う。今後、労働局、ハローワーク、大学と連携し、求人・採用の実態把握を引き続き行う。



「高知県介護「高知県介護「高知県介護「高知県介護・福祉分野雇用検討委員会の・福祉分野雇用検討委員会の・福祉分野雇用検討委員会の・福祉分野雇用検討委員会の提言」への対応提言」への対応提言」への対応提言」への対応

提言提言提言提言のののの概要概要概要概要 平成平成平成平成２４２４２４２４年度以降年度以降年度以降年度以降のののの主主主主なななな取取取取りりりり組組組組みみみみ ((((ハローワークでのハローワークでのハローワークでのハローワークでの取取取取りりりり組組組組みをみをみをみを含含含含むむむむ））））

◆◆◆◆介護介護介護介護・・・・福祉福祉福祉福祉へのへのへのへの参入促進参入促進参入促進参入促進

小～大学生までの学生や主婦等を対象に職場体験の機会を提供、養成校が実施する体験入学への支援

◆◆◆◆啓発啓発啓発啓発のためのイベントのためのイベントのためのイベントのためのイベント開催開催開催開催やパンフレットのやパンフレットのやパンフレットのやパンフレットの配布配布配布配布、、、、広報番組放送広報番組放送広報番組放送広報番組放送

◆◆◆◆多様多様多様多様なななな人材確保人材確保人材確保人材確保のためののためののためののための支援支援支援支援

普通科高校等でも資格取得者（介護福祉士・ヘルパー２級）を養成(県内4校）

中山間地域の市町村が実施するホームヘルパー2級養成研修への支援

◆◆◆◆計画的計画的計画的計画的なななな介護人材介護人材介護人材介護人材のののの確保確保確保確保

「高齢者保健福祉計画・第5期介護保険事業支援計画」において、数値目標を設定し、3年ごとの計画の策定時に見直す。

◆◆◆◆県事業県事業県事業県事業としてとしてとしてとして介護福祉士修学資金貸付事業介護福祉士修学資金貸付事業介護福祉士修学資金貸付事業介護福祉士修学資金貸付事業をををを新新新新たにたにたにたに実施実施実施実施

◆◆◆◆再就職支援再就職支援再就職支援再就職支援のためののためののためののための職業訓練職業訓練職業訓練職業訓練のののの実施実施実施実施

◆◆◆◆質質質質のののの高高高高いいいいサービスをサービスをサービスをサービスを提供提供提供提供するためのするためのするためのするための人材育成人材育成人材育成人材育成

研修プログラムの充実、事業所に効果的な研修を提案できるシステムの検討、 キャリアアップ支援、

◆◆◆◆体験体験体験体験学習学習学習学習・・・・広報広報広報広報事業事業事業事業
小・中・高校での職場見学、保護者への啓発

◆◆◆◆仕組仕組仕組仕組みづくりみづくりみづくりみづくり
普通科高校等でのヘルパー資格取得促進

◆◆◆◆計画的計画的計画的計画的なななな人材育成人材育成人材育成人材育成・・・・確保確保確保確保
将来を見据えた介護人材育成・確保目標の設定
介護福祉士修学資金貸付制度の継続

◆◆◆◆スキルアップのスキルアップのスキルアップのスキルアップの支援支援支援支援等等等等
現場や地域のニーズに合った研修の実施

◆◆◆◆復帰支援復帰支援復帰支援復帰支援、、、、起業支援起業支援起業支援起業支援

拡

拡

拡

介護・福祉分野に対する理解の促進介護・福祉分野に対する理解の促進介護・福祉分野に対する理解の促進介護・福祉分野に対する理解の促進

介護人材の養成と確保介護人材の養成と確保介護人材の養成と確保介護人材の養成と確保

新新

高

高

高

高等

高

地 高

雇

地

研修受講時の代替職員派遣（介護職員等養成支援事業）

◆◆◆◆潜在的有資格者潜在的有資格者潜在的有資格者潜在的有資格者へのへのへのへの復帰支援復帰支援復帰支援復帰支援

・福祉人材センターに相談窓口を設置、職場体験や研修の機会を提供、復帰後の研修等をフォローアップ

◆◆◆◆介護分野介護分野介護分野介護分野のビジネスのビジネスのビジネスのビジネス創業創業創業創業をををを支援支援支援支援するするするする「「「「事例集事例集事例集事例集・・・・手引書手引書手引書手引書」」」」のののの作成作成作成作成

◆◆◆◆就職就職就職就職をををを支援支援支援支援

若年者向け介護職場の見学セミナー、Ｕ Ｉ ターン就職相談会、 福祉就職フェア、 介護就職デイ 等を開催

◆◆◆◆各機関各機関各機関各機関がががが連携連携連携連携してしてしてして情報提供情報提供情報提供情報提供

ハローワーク福祉人材コーナーへの誘導強化 、ハローワークと福祉人材センターの連携強化(合同面接会等）

◆◆◆◆情報提供情報提供情報提供情報提供のののの強化強化強化強化

学校の進路指導用手引書やヘルパー2級修了者等へのパンフレット配布 、 ハローワーク福祉人材コーナーをＰＲ

◆◆◆◆処遇改善処遇改善処遇改善処遇改善

介護報酬の加算制度を活用した処遇改善の促進や、必要に応じた制度改正の提言を行う。

◆◆◆◆中山間地域中山間地域中山間地域中山間地域のサービスのサービスのサービスのサービス

中山間地域で遠隔地の利用者にサービスを提供する事業者への支援

中山間地域においても、人材確保ができるような事業運営について検討し、必要な提言を行う。

◆◆◆◆介護職員等養成支援事業介護職員等養成支援事業介護職員等養成支援事業介護職員等養成支援事業（研修受講時の代替職員派遣）

事業がＨ２４年度で終了のため必要に応じて国へ提言を行う。また関係機関と連携し制度の周知を図る。

◆◆◆◆復帰支援復帰支援復帰支援復帰支援、、、、起業支援起業支援起業支援起業支援
就労意欲のある潜在的有資格者等への支援

◆◆◆◆就職支援就職支援就職支援就職支援のののの充実充実充実充実
アドバイザー等による支援の充実

◆◆◆◆支援体制支援体制支援体制支援体制のののの強化強化強化強化
ハローワークと福祉人材センターの連携強化

◆◆◆◆情報提供情報提供情報提供情報提供のののの充実充実充実充実
ＨＰ等の充実、福祉人材コーナーの周知

ミスマッチミスマッチミスマッチミスマッチのののの解消解消解消解消

◆◆◆◆国国国国へのへのへのへの政策提言等政策提言等政策提言等政策提言等

介護現場の実態に応じた介護報酬の設定

中山間の実態に応じた取組への支援

介護職員等養成支援事業の継続と制度周知

制度改正制度改正制度改正制度改正

拡

拡

新新

高

地

雇

雇

ハ

ハ 地ハ

高

ハ

高

高

高

（表内の略称： 高齢者福祉課 地域福祉政策課 雇用労働政策課 高等学校課 ハローワーク ）高 地 雇 高等 ハ

地

高



ハローワークの移管に向けた取組ハローワークの移管に向けた取組ハローワークの移管に向けた取組ハローワークの移管に向けた取組
経過

【【【【H22.12.28】】】】
アクション・プラン～出先機関の原則廃止に向けて～アクション・プラン～出先機関の原則廃止に向けて～アクション・プラン～出先機関の原則廃止に向けて～アクション・プラン～出先機関の原則廃止に向けて～
（（（（閣議決定閣議決定閣議決定閣議決定））））
地域における行政を地方自治体が自主的かつより総合的に実施
できるよう出先機関の事務・権限をﾌﾞﾛｯｸ単位で移譲すること等に
より、出先機関改革を進める

【【【【H23.2.24～～～～】】】】
「ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ」を実現するための提案募集開始「ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ」を実現するための提案募集開始「ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ」を実現するための提案募集開始「ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ」を実現するための提案募集開始
国が行う無料職業紹介等と地方自治体が行う業務を一体的に実
施する提案を募集
・第1次募集：H23.2.24~H23.3.31
・第2次募集：H23.4.1～H23.5.13
・第3次募集：H23.8.8～（当分の間）

【【【【H23.9.30】】】】
厚生労働省厚生労働省厚生労働省厚生労働省H24年度概算要求年度概算要求年度概算要求年度概算要求

「国と地方の一体的実施」を予算化（ふるさとﾊﾛｰﾜｰｸ事業「国と地方の一体的実施」を予算化（ふるさとﾊﾛｰﾜｰｸ事業「国と地方の一体的実施」を予算化（ふるさとﾊﾛｰﾜｰｸ事業「国と地方の一体的実施」を予算化（ふるさとﾊﾛｰﾜｰｸ事業

国 他都道府県高知県

【【【【H23.4.27】】】】
「ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ」を実現するための提案提出（第「ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ」を実現するための提案提出（第「ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ」を実現するための提案提出（第「ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ」を実現するための提案提出（第2次募集）次募集）次募集）次募集）
◇H24年度に「ﾊﾛｰﾜｰｸｼﾞｮﾌﾞｾﾝﾀｰはりまや」及び「ﾊﾛｰﾜｰｸ高知
若者相談ｺｰﾅｰ」を県に移管

◇H25年度には「ﾊﾛｰﾜｰｸ高知」を県に移管

【【【【H24.1.25】】】】
「ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ」を実現するための提案提出（追加提案）「ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ」を実現するための提案提出（追加提案）「ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ」を実現するための提案提出（追加提案）「ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ」を実現するための提案提出（追加提案）

国による「ふるさとﾊﾛｰﾜｰｸ事業」継続のため、新たに「一体的実

【【【【H24.1.30】】】】
特区制度を活用して、試行的に東西特区制度を活用して、試行的に東西特区制度を活用して、試行的に東西特区制度を活用して、試行的に東西1ヶ所ずつﾊﾛｰﾜｰｸヶ所ずつﾊﾛｰﾜｰｸヶ所ずつﾊﾛｰﾜｰｸヶ所ずつﾊﾛｰﾜｰｸ
の移管可能性の検証を行うの移管可能性の検証を行うの移管可能性の検証を行うの移管可能性の検証を行う

【全国知事会から提示された提案に係る共通事項】
・各都道府県1ヶ所以上のﾊﾛｰﾜｰｸを地方移管すること
・一体的な実施のｲﾒｰｼﾞがわかるもの

【【【【H23.2.24~H23.3.31 、、、、H23.4.1~H23.5.13】】】】
「ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ」を実現するための提案（第「ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ」を実現するための提案（第「ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ」を実現するための提案（第「ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ」を実現するための提案（第1、、、、2次募集）次募集）次募集）次募集）
H22.12.28に閣議決定された「ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ」ﾊﾛｰﾜｰｸ関係の具体
化に向けて、提案を内閣府に提出（41都道府県）

二重行政の解消、行政の簡素・効率化の観点から国の出先機関の廃止・縮小、地方への移管を国に対し要望二重行政の解消、行政の簡素・効率化の観点から国の出先機関の廃止・縮小、地方への移管を国に対し要望二重行政の解消、行政の簡素・効率化の観点から国の出先機関の廃止・縮小、地方への移管を国に対し要望二重行政の解消、行政の簡素・効率化の観点から国の出先機関の廃止・縮小、地方への移管を国に対し要望

国の出先機関原則廃止について、国に検討を委ねることなく、地方自ら主体的に具体案を示すため、全国知事会ではH22.7月に「国の出
先機関の原則廃止に向けて」を取りまとめ、その中でﾊﾛｰﾜｰｸの事務は「最重点分野」に位置づけ

H22.11月全国知事会において、ﾊﾛｰﾜｰｸ地方移管のﾒﾘｯﾄや国の主張に対する地方の考え方を取りまとめ
・「ﾊﾛｰﾜｰｸは地方移管でこう変わる」

雇用労働政策課

施設の現状

「国と地方の一体的実施」を予算化（ふるさとﾊﾛｰﾜｰｸ事業「国と地方の一体的実施」を予算化（ふるさとﾊﾛｰﾜｰｸ事業「国と地方の一体的実施」を予算化（ふるさとﾊﾛｰﾜｰｸ事業「国と地方の一体的実施」を予算化（ふるさとﾊﾛｰﾜｰｸ事業
（都道府県連携型）は（都道府県連携型）は（都道府県連携型）は（都道府県連携型）はH23年度末で廃止）年度末で廃止）年度末で廃止）年度末で廃止）
「ｼﾞｮﾌﾞｾﾝﾀｰはりまや」で国が実施している中高年者対策等の事業
を継続するためには「ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ」への追加提案が必要

国による「ふるさとﾊﾛｰﾜｰｸ事業」継続のため、新たに「一体的実
施」の取組を提案

の移管可能性の検証を行うの移管可能性の検証を行うの移管可能性の検証を行うの移管可能性の検証を行う
【全国知事会】

一体一体一体一体
実施実施実施実施

ﾊﾛｰﾜｰｸｼﾞｮﾌﾞｾﾝﾀｰはりまや

【【【【国国国国】】】】
就職支援ｺｰﾅｰ
職業紹介ｺｰﾅｰ
委託事業⇒経営者協会

ｼﾞｮﾌﾞｶﾌｪこうち

【【【【国国国国】】】】

【【【【県県県県】】】】

ﾊﾛｰﾜｰｸ若者相談ｺｰﾅｰ
新卒応援ﾊﾛｰﾜｰｸ

高知県就職支援相談ｾﾝﾀｰ

埼玉県と佐賀県が特区による移管の可能性の検証を行う

その他の各都道府県においては、地域の実情に応じた一体的取
組を進めることを検討

H24年度に実施を求めている提案内容

労働局と県の協定に基づき、運営協議会を設置して一体的に実施労働局と県の協定に基づき、運営協議会を設置して一体的に実施労働局と県の協定に基づき、運営協議会を設置して一体的に実施労働局と県の協定に基づき、運営協議会を設置して一体的に実施

◆一体的実施の方法◆一体的実施の方法◆一体的実施の方法◆一体的実施の方法
県主導の下、運営協議会を設置し、実施方針の協議を行い、それぞれの要望・要請に誠実に対応しながら、利用者の様々なﾆｰｽﾞにきめ

細かく応えることが可能となるよう、県と国が連携を図りながら、それぞれの業務について責任をもって実施する。

◆主な実施事業内容等◆主な実施事業内容等◆主な実施事業内容等◆主な実施事業内容等

中高年求職者対策

・ｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ（拡充） 他 ・介護・福祉、一次産業の就職面接会（新規） 他

地域求職者対策（5ブロック）U・Iﾀｰﾝ求職者対策（新規学卒者、既卒者）

・U・Iﾀｰﾝ就職相談会（拡充） 他

両施設の開庁日の拡大

・両施設のﾊﾛｰﾜｰｸｺｰﾅｰを土日等も開庁 ・職業訓練の受講指示及び受講推薦
・雇用保険給付業務

国実施業務に新たに付加する業務

H24H24年度からの一体的実施はハローワークの移管に向けてのワンステップ年度からの一体的実施はハローワークの移管に向けてのワンステップ年度からの一体的実施はハローワークの移管に向けてのワンステップ年度からの一体的実施はハローワークの移管に向けてのワンステップ年度からの一体的実施はハローワークの移管に向けてのワンステップ年度からの一体的実施はハローワークの移管に向けてのワンステップ年度からの一体的実施はハローワークの移管に向けてのワンステップ年度からの一体的実施はハローワークの移管に向けてのワンステップ

◆機能の拡充内容等◆機能の拡充内容等◆機能の拡充内容等◆機能の拡充内容等
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